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平成25年台風第26号による被害状況等について

内閣府HPより抜粋

１．気象状況（気象庁情報　10月25日15：00現在）
⑴　気象の概況
・10月11日 3 時にマリアナ諸島付近で発生した台風
第26号は、16日明け方に大型で強い勢力で伊豆諸
島北部を通過し、その後16日15時に三陸沖で温帯
低気圧となった。
・この台風により、東日本、北日本の太平洋側を中
心に大雨となった。特に東京都大島町では、 1時
間に100ミリ以上の猛烈な雨が降り、24時間雨量
が824ミリに達するなど、記録的な大雨となった。
また、全国的に20メートル以上の非常に強い風が
吹き、北海道えりも岬では34.9メートル、宮城県
女川町では33.6メートル、千葉県銚子市では33.5
メートルの猛烈な風を記録した。

⑵　大雨等の状況（10月14日 0 時～10月16日24時）
・主な 1時間降水量
（アメダス観測値）
東京都	大島	 122.5ミリ	 16日 3 時53分まで
東京都	大島北ノ山	64.0ミリ	 16日 4 時19分まで
茨城県	鹿嶋	 62.5ミリ	 16日 5 時54分まで
千葉県	千葉	 61.5ミリ	 16日 5 時39分まで
千葉県	船橋	 58.5ミリ	 16日 5 時54分まで
千葉県	香取	 55.5ミリ	 16日 6 時11分まで
茨城県	鉾田	 53.5ミリ	 16日 6 時27分まで
千葉県	勝浦	 50.5ミリ	 15日20時06分まで
東京都	東京	 49.5ミリ	 16日 5 時25分まで
千葉県	佐倉	 49.5ミリ	 16日 6 時02分まで
（気象レーダー等による解析（※））
東京都	大島町	 120ミリ以上	 16日04時00分まで
茨城県	行方市	 約80ミリ	 16日06時30分まで
長野県	富士見町	 約80ミリ	 16日08時00分まで
茨城県	鹿嶋市	 約70ミリ	 16日06時00分まで
茨城県	潮来市	 約70ミリ	 16日06時30分まで
千葉県	千葉市	 約70ミリ	 16日06時00分まで

千葉県	市川市	 約70ミリ	 16日06時30分まで
千葉県	松戸市	 約70ミリ	 16日06時00分まで
千葉県	成田市	 約70ミリ	 16日06時30分まで
千葉県	鎌ヶ谷市	 約70ミリ	 16日06時30分まで
千葉県	香取市	 約70ミリ	 16日06時00分まで
東京都	利島村	 約70ミリ	 16日02時00分まで

・主な24時間降水量
（アメダス観測値）
東京都	大島	 824.0ミリ	 16日 8 時20分まで
東京都	大島北ノ山	 412.0ミリ	 16日 8 時20分まで
静岡県	天城山	 395.5ミリ	 16日 9 時30分まで
千葉県	鋸南	 370.5ミリ	 16日10時20分まで
茨城県	鹿嶋	 362.5ミリ	 16日14時10分まで
千葉県	香取	 351.5ミリ	 16日12時20分まで
千葉県	坂畑	 336.5ミリ	 16日11時20分まで
千葉県	成田	 327.0ミリ	 16日12時10分まで
千葉県	木更津	 323.5ミリ	 16日11時50分まで
千葉県	館山	 321.5ミリ	 16日 9 時40分まで
（気象レーダー等による解析（※））
東京都	大島町	 約800ミリ	 16日08時00分まで
静岡県	伊豆市	 約500ミリ	 16日08時00分まで
千葉県	富津市	 約450ミリ	 16日08時00分まで
茨城県	鹿嶋市	 約400ミリ	 16日11時00分まで
茨城県	潮来市	 約400ミリ	 16日11時00分まで
茨城県	行方市	 約400ミリ	 16日11時00分まで
千葉県	君津市	 約400ミリ	 16日08時00分まで
千葉県	香取市	 約400ミリ	 16日11時00分まで
千葉県	鋸南町	 約400ミリ	 16日08時00分まで
東京都	利島村	 約400ミリ	 16日06時00分まで
静岡県	伊東市	 約400ミリ	 16日08時00分まで

・主な期間降水量
（アメダス観測値）
東京都	 大島	 824.0ミリ

※これは速報であり、数値等は今後も変わることがある
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東京都	 大島北ノ山	 412.5ミリ
静岡県	 天城山	 399.0ミリ
千葉県	 鋸南	 370.5ミリ
茨城県	 鹿嶋	 362.5ミリ
千葉県	 香取	 351.5ミリ
千葉県	 坂畑	 338.0ミリ
千葉県	 成田	 327.0ミリ
千葉県	 木更津	 323.5ミリ
千葉県	 館山	 321.5ミリ
（気象レーダー等による解析（※））
東京都	 大島町	 約800ミリ
静岡県	 伊豆市	 約500ミリ
千葉県	 富津市	 約450ミリ
茨城県	 鹿嶋市	 約400ミリ
茨城県	 潮来市	 約400ミリ
茨城県	 行方市	 約400ミリ
千葉県	 木更津市	 約400ミリ
千葉県	 君津市	 約400ミリ
千葉県	 香取市	 約400ミリ
千葉県	 鋸南町	 約400ミリ
東京都	 利島村	 約400ミリ
静岡県	 伊東市	 約400ミリ

・主な最大風速
（アメダス観測値）
北海道	えりも岬	34.9m/s（北北東）	 16日 9 時49分
宮城県	江ノ島	 33.6m/s（北北西）	 16日 8 時25分
千葉県	銚子	 33.5m/s（北東）	 16日14時56分
北海道	納沙布	 25.1m/s（南南西）	 16日 4 時11分
東京都	八丈島	 25.0m/s（北北東）	 16日10時12分
北海道	根室	 24.5m/s（北北西）	 16日19時00分
東京都	神津島	 24.4m/s（北北西）	 16日 5 時35分
岡山県	奈義	 23.8m/s（北）	 16日 2 時35分
東京都	八重見ヶ原
	 	 23.6m/s（南南西）	 16日 4 時28分
千葉県	成田	 23.5m/s（北北西）	 16日 7 時36分
鳥取県	湖山	 23.5m/s（北）	 16日 1 時54分

・主な最大瞬間風速
（アメダス観測値）
北海道	 えりも岬
	 	 46.9m/s（北北西）	 16日 8 時19分
千葉県	 銚子	 46.1m/s（北北東）	 16日 9 時32分
宮城県	 江ノ島	 45.5m/s（南南西）	 16日 3 時34分
東京都	 八丈島	 44.7m/s（南南西）	 16日 3 時16分

東京都	 八重見ヶ原
	 	 43.2m/s（北北西）	 16日 5 時52分
東京都	 神津島	 39.1m/s（北）	 16日 6 時50分
千葉県	 館山	 38.5m/s（北北東）	 16日10時09分
神奈川県	三浦	 37.0m/s（北）	 16日 6 時30分
北海道	 根室	 36.7m/s（北北西）	 16日18時53分
岡山県	 奈義	 36.7m/s（北）	 16日 3 時13分

⑶　波浪の状況（10月14日 0 時～10月16日24時）
・主な波浪最高値【気象庁所管】
京都府	 経ヶ岬	 7.9m	 10月16日06時00分
静岡県	 石廊崎	 8.6m	 10月16日07時00分

・主な波浪最高値【国土交通省港湾局所管】
沖縄県	 中城湾港	 6.4m	 10月15日08時20分
鹿児島県	志布志港	 7.4m	 10月15日14時00分
福岡県	 玄界灘	 7.2m	 10月16日00時20分
島根県	 浜田港	 6.0m	 10月16日00時00分
鳥取県	 鳥取港	 6.6m	 10月16日02時40分
兵庫県	 柴山港	 7.3m	 10月16日05時20分
和歌山県	潮岬	 8.2m	 10月16日01時20分
静岡県	 御前崎港	 9.9m	 10月16日04時40分
静岡県	 清水港	 6.1m	 10月16日07時20分
茨城県	 鹿島港	 7.5m	 10月16日09時40分
茨城県	 茨城港常陸那珂	 6.6m	 10月16日07時40分
福島県	 小名浜港	 7.5m	 10月16日11時40分
岩手県	 久慈港	 7.3m	 10月16日14時00分
青森県	 八戸港	 7.1m	 10月16日11時40分
GPS 波浪計	和歌山南西沖	 6.2m	 10月16日02時40分
GPS 波浪計	三重尾鷲沖	 9.6m	 10月16日02時40分
GPS 波浪計	伊勢湾口沖	 8.9m	 10月16日05時00分
GPS 波浪計	静岡御前崎沖	11.0m	 10月16日06時00分
GPS 波浪計	福島県沖	 8.8m	 10月16日11時40分
GPS 波浪計	宮城中部沖	 8.4m	 10月16日14時20分
GPS 波浪計	宮城北部沖	 9.4m	 10月16日16時00分
GPS 波浪計	岩手南部沖	 9.5m	 10月16日17時40分
GPS 波浪計	岩手中部沖	 9.1m	 10月16日19時20分
GPS 波浪計	岩手北部沖	 8.4m	 10月16日16時20分
GPS 波浪計	青森東岸沖	 7.6m	 10月16日09時20分

⑷　潮位の状況（10月14日 0 時～10月16日24時）
・主な最高潮位（波浪の影響による短周期変動を除
去した値）【気象庁所管】
岩手県	宮古（臨時）	 標高100㎝	 10月16日13時13分
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２ ．人的・物的被害の状況（消防庁調べ　10月28日19：00現在）
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〜台風２６号に対する国土交通省の対応〜

T
テ ッ ク

EC-F
フ　ォ　ー　ス

ORCE（緊急災害対策派遣隊）の
広域派遣による被災自治体支援

国土交通省水管理・国土保全局防災課

　国土交通省では、大きな被害を受けた東京都大島
町を支援するため、全国の地方整備局等から TEC-
FORCE（緊急災害対策派遣隊）と災害対策車両テ
ツクフォース等を派遣し、二次災害の防止や早期復
旧のための技術支援などを実施しています。
　今後、新たに台風27号及び台風28号の影響により
大雨が予想されていることから、TEC-FORCE に
よる監視体制の強化及び二次被害の防止、警戒避難
体制等に対する技術的支援を行っています。
　なお、現在の状況は以下のとおりです。
○TEC-FORCE：
　２３日現在、６７人派遣中（延べ５５４人・日）
○災害対策用機械：
　２３日現在、１７台派遣中（照明車、衛星通信車等）
○現在の活動状況
・全国から土砂災害の専門家を派遣し、島内全域の

土石流危険渓流（４０渓流等）及び急傾斜地危険箇
所（３１箇所）等の土砂災害危険箇所緊急点検を実
施。
・点検結果については、大島町をはじめ関係機関に

情報提供（２３日公表）。
・土石流監視体制の強化のため、監視カメラ ５ 台を

元町地区や泉津地区に設置し、大島町、東京都、
内閣府に映像配信。
・二次被害防止、警戒避難体制、応急工事等に係る

技術的助言を実施。
○その他
・河川、道路等に関する対応状況等は関東地方整備

局 HP に掲載しています。
　http://www.ktr.mlit.go.jp/
・被災現場等での TEC-FORCE の活動状況写真に

ついて提供可能です。
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平成24年の水害被害額の暫定値
（全国・都道府県別）等について

国土交通省水管理・国土保全局HPより抜粋

　平成24年の水害被害額の暫定値について取りまと
めましたので、その結果を公表※1します。

【被害の特徴等】
◆水害被害額は、全国で約 3 千 6 百億円（過去10カ

年で 4 番目）
◆被災建物棟数は、全国で約 5 万 1 千棟（過去10カ

年で 3 番目）
◆主要な水害の被害状況
　○梅雨前線豪雨（九州北部豪雨）（水害被害額：

約1,520億円）
　・国管理河川のうち、 2 河川（花月川・矢部川）

で堤防決壊したほか、 5 水系 7 河川で氾濫が発
生

　・国管理河川のうち、 4 水系 4 河川で観測史上最
高の水位を記録

　・被災建物棟数のうち、全壊流失・半壊棟数の割
合が過去10カ年で最大※2

　○ 8 月豪雨（水害被害額：約620億円）
　・水害被害額のうち、一般資産等被害額の割合が

約 9 割
※1 水害被害額の算出に当たって使用する係数（都道府

県別家屋 1 ㎡当たり評価額等）の平成24年単価の設

定や都道府県からの報告内容の更なる精査等を行

い、最終的な取りまとめ結果の公表は、平成25年度

末頃になる予定。

※2 過去10カ年に発生した台風・豪雨のうち、被害額が

1,000億円以上のものを対象。

　なお、「平成22年の水害被害額の確報値について
（平成24年 3 月16日公表）」、「平成23年の水害被害額
について（平成25年 3 月22日公表）」については、
数値等に誤りがあったため修正値を順次ホームペー
ジで公表します。

１．水害被害額（暫定値）
　約 3千 6百億円
　〔内訳〕
　・一般資産等被害額

180,473百万円（構成比 50.5％）
　・公共土木施設被害額

170,746百万円（構成比 47.7％）
　・公益事業等被害額

6,469百万円（構成比　1.8％）
　　　　計 　　　357,688百万円
注）被害額には、人的損失、交通機関のストップなどに

よる波及被害、被災した企業の部品・製品供給機能、

本社機能等が損なわれることによる他地域の企業へ

の影響等に係るものは含まれていない。

２．水害被害の概要（暫定値）
⑴　被災建物棟数　　約 5万 1千棟
　〔内訳〕
　○全壊・流失　　407棟 ○半壊　　　 2,460棟
　○床上浸水　　8,784棟 ○床下浸水　39,612棟

計 　　51,263棟
　※うち地下部分が浸水した建物棟数は99棟

⑵　浸水区域面積　　約 1万 7千 ha
　〔内訳〕
　○宅地・その他　4,131ha ○農地　12,667ha

計 　　16,798ha
　※うち地下の浸水区域面積は248ha

　国土交通省では、水害（洪水、内水、高潮、津波、
土石流、地すべり等）による被害額（建物被害額等
の直接的な物的被害額等）等を暦年単位で「水害統
計」として取りまとめています。
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都道府県名 水害被害額 都道府県名 水害被害額 都道府県名 水害被害額

1 北 海 道 7,071 17 石 川 県 1,716 33 岡 山 県 7,065

2 青 森 県 1,668 18 福 井 県 6,269 34 広 島 県 1,728

3 岩 手 県 1,042 19 山 梨 県 1,141 35 山 口 県 827

4 宮 城 県 4,697 20 長 野 県 2,289 36 徳 島 県 809

5 秋 田 県 3,051 21 岐 阜 道 4,483 37 香 川 県 51

6 山 形 県 3,704 22 静 岡 県 7,543 38 愛 媛 県 1,311

7 福 島 県 2,085 23 愛 知 県 4,702 39 高 知 県 2,350

8 茨 城 県 983 24 三 重 県 10,133 40 福 岡 県 56,215

9 栃 木 県 1,151 25 滋 賀 県 1,175 41 佐 賀 県 1,242

10 群 馬 県 4,186 26 京 都 府 20,459 42 長 崎 県 5,419

11 埼 玉 県 59 27 大 阪 府 42,646 43 熊 本 県 63,765

12 千 葉 県 537 28 兵 庫 県 1,267 44 大 分 県 44,773

13 東 京 都 86 29 奈 良 県 3,123 45 宮 崎 県 3,534

14 神 奈 川 県 614 30 和 歌 山 県 6,525 46 鹿 児 島 県 11,731

15 新 潟 県 5,491 31 鳥 取 県 185 47 沖 縄 県 1,118

16 富 山 県 2,881 32 島 根 県 2,791 合　計 357,688

注） 1 ．四捨五入の関係で、内訳の合計と水害被害額が一致しない場合がある。

３．都道府県別水害被害額（暫定値） （単位：百万円）

（参考）都道府県別水害被害額（暫定値）図
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平成25年 8 月22日から 8月26日まで、 8月29日から
9月17日までの間の豪雨及び暴風雨による災害復旧
事業の査定の簡素化について

国土交通省水管理・国土保全局防災課

　平成25年 8 月22日から 8月26日まで、 8月29日か
ら 9月17日までの間の豪雨等による被災地域の早期
復旧を支援するため、災害復旧の迅速化に向け、次
のとおり自治体の災害復旧事業の査定を簡素化する
ことといたしましたのでお知らせします。

①　総合単価使用限度額の拡大
　積上げ積算をしなくてもよい限度額を拡大

【平成25年 8 月22日から 8月26日までの豪雨】
　■島根県、山口県
　　　　　： １千万円未満（通常）→ ５ 千万円未満
　■新潟県： １千万円未満（通常）→ ２ 千万円未満

【平成25年 8 月29日から 9月17日までの豪雨】
　■福島県、島根県、山口県
　　　　　： １千万円未満（通常）→ ５ 千万円未満
　■青森県、岩手県、秋田県、新潟県、福井県、長
野県、三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良
県、和歌山県、京都市

　　　　　： １千万円未満（通常）→ ２ 千万円未満

②　机上査定額の拡大
　実地によらずに査定ができる限度額を拡大

【平成25年 8 月22日から 8月26日までの豪雨】
　■新潟県、島根県、山口県
　　　　　： ３百万円未満（通常）→ １ 千万円未満

【平成25年 8 月29日から 9月17日までの豪雨】
　■青森県、岩手県、秋田県、福島県、新潟県、福
井県、長野県、三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、島根県、山口県、京都市

　　　　　： ３百万円未満（通常）→ １ 千万円未満
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《各県コーナー》

山口県における平成25年7月28日の
豪雨災害について

………………………………山口県土木建築部砂防課災害復旧班

１．はじめに
　山口県は、県土の約88％が山地や丘陵地で占め
られているため、河川の多くが急流小河川であり、
急傾斜地も多く、地質構造も複雑で脆弱な箇所が
多いことから、大雨により浸食や崩壊が起こりや
すい自然条件にあります。
　このため、これまでも梅雨前線豪雨や台風等に
より幾多の大規模な水害や土砂災害に見舞われ、
多くの尊い人命や財産が失われてきました。特に
近年は、地球温暖化に伴う気候変動の影響により、
台風の大型化や観測史上に残るような集中豪雨が
多発しており、平成21年 7 月の豪雨による防府市
をはじめとした土石流災害や、平成22年 7 月の豪
雨による県西部地域での広範囲な浸水被害や土砂
災害が発生しています。
　このような状況の中、本年 7月28日には、山口
県の北部や中部の一部で記録的な豪雨を記録し、
山口市、萩市及び阿武町において、大規模な浸水
被害や土砂災害が発生し、公共土木施設において
も甚大な被害が発生しました。
　このたびは、この豪雨災害の状況及び査定状況
について報告します。

２．気象の概況
　 7月28日の日本付近は大気の状態が非常に不安
定であったことに加えて、対馬海峡から山陰方面
に向かって暖かく湿った空気が流れ込んだことに
より、山口県付近で大雨が発生しやすい状況とな
りました。
　山口県付近には、発達した雨雲が次々と流れ込
み（バックビルディング現象）、28日朝から昼過
ぎにかけて北部や中部の一部で猛烈な雨となりま
した。
　萩市須佐で28日12時20分までの 3時間に 7月の

月降水量の平年値（281.6㎜）を上回る301.5㎜を
観測するなど記録的な大雨となりました。
　また、土壌雨量指数や 3時間雨量の解析値が50
年に一度の状況に到達したことから、気象庁は、
警報の基準をはるかに超えるとして、「これまで
に経験のしたことないような大雨」の情報文を発
表しました。

図－１　アメダス雨量分布図（ 7月28日00時から24時）
※ 7 月28日の日雨量は、須佐（萩市）で351.0㎜、徳佐（山
口市）で324.0㎜となっています。

※統計期間10年以上の地点で、 5位以内が対象となっ
ています。

表－１　 7月28日豪雨による極値順位の更新状況
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《各県コーナー》

３．被災の状況
　大雨の影響により山口市、萩市及び阿武町にお
いて、大規模な浸水被害や土砂災害が発生し、 2
名の尊い命が失われ 1名の行方が未だ不明となっ
ているほか、多数の家屋の損壊や浸水、道路や鉄
道の損傷等による交通網の寸断、さらには水道施
設の被災による断水など、県民生活や経済活動に
大きな打撃を受けました。
　また、この大雨による県内の公共土木施設被害
は、県工事389箇所、市町村工事376箇所、合計
765箇所、被害額は約170億円に上り、被害額につ
いては過去20年間に山口県で発生した一つの気象
による災害では最大となりました。

③　被災箇所１箇所あたりの被災規模が大きい。
④　県の大規模豪雨災害で見られる「地すべりに
起因して発生した施設災」が無かった。
　主な被災状況を写真－１～15に示します。

図－ ２ 　主な被災箇所（写真位置図）

表－２　平成25年 7 月28日　豪雨災害公共土木施
設被害報告集計表

（H25. 8 .26現在）

　今回の公共土木施設の被害の特徴としては、以
下の点が挙げられます。
①　被災エリアが県北部の局所的な範囲に限定さ
れた。
②　河川の超過洪水による護岸、また橋梁等の施
設災が顕著であった。

写真－２　国道315号（金山谷トンネル）

写真－１　国道315号（道台兼用護岸崩壊）

写真－３　主要県道津和野田万川線（道台兼用護岸崩壊）



（12） 第 773 号 防 災 平 成 25 年 11 月  1  日

《各県コーナー》

写真－ 4 　一般県道津和野須佐線（舗装版陥没） 写真－７　二級河川阿武川（護岸崩壊）

写真－６　二級河川阿武川（浸水状況） 写真－９　二級河川田万川（護岸崩壊）

写真－ 5 　主要県道益田阿武線（道台兼用護岸崩壊） 写真－８　二級河川田万川（浸水状況）
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《各県コーナー》

写真－10　二級河川須佐川（浸水状況）

写真－12　市道小原線（上小原橋 橋脚沈下）

写真－13　市道山用線（山用橋 上部工流出）

写真－15　須佐浄化センター（下水道 土砂埋塞）

写真－11　二級河川須佐川（護岸崩壊） 写真－14　市道吉部野山田線（山田橋 上部工流出）
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300万円未満から1,000万円未満に引き上げる簡素
化が図られました。
　また、査定設計書の添付写真の簡素化を併せて
実施した結果、災害申請担当者の査定資料作成の
負担が軽減され、査定の効率化、迅速化につなが
りました。

写真－16　TEC︲FORCEによる現地調査

写真－17　全景写真撮影の簡素化例
（リボンテープの配置を省略）

図－３　災害復旧助成事業の検討案
（親災に越水させない原形復旧を適用した事例）

４．災害査定に向けての取り組み
　広範囲に渡る河川の決壊、氾濫に加え、多くの
道路が寸断され、被災箇所の状況把握に時間を要
する中、迅速な災害査定に向けて以下の取組を行
いました。

⑴　緊急調査の実施
　早期本格復旧に向けた復旧方針や、技術的助言
を受けるため、国土交通省に支援を要請し、７
月29日～ 8 月24日の間（のべ1,034人）、TEC︲
FORCE（緊急災害対策派遣隊）による災害復旧
調査が実施されました。これにより災害査定に向
けての作業が大きく前進しました。

⑵　応援職員の派遣
　平成21年、22年災を教訓に県で定めた「大規模
災害時における職員応援派遣マニュアル」に基づ
き、多くの被災施設を所管する県事務所及び市を
対象に、応急復旧の対応並びに災害復旧調査・査
定資料作成等のため、被災当日から応援職員を派
遣するなど、県の応援体制を強化しました。

⑶　災害査定の簡素化
　今回の災害が過去 5年間の平均災害報告箇所数
を超える結果となったことから、総合単価や机上
査定の適用範囲拡大等、査定の簡素化を国土交通
省水管理・国土保全局防災課に要望しました。
　この結果、総合単価の適用範囲を1,000万円未
満から5,000万円未満へ、机上査定の適用範囲を

５．改良復旧制度の活用
　今回の被災が現況河道の流下能力不足が原因で
被害を受けた田万川など、計４つの河川につい
て、原形復旧のみでは同様の被害が発生すること
から、再度災害防止を図るため、改良復旧事業の
実施を検討しました。
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６．災害査定の実施
　 7月28日の豪雨により被災した公共土木施設に
ついては、 9月17日から順次災害査定を実施して
います。

写真－18　山口県第 3次査定（ 9 /17～ 9 /20）
　　　　　災害査定の状況を取材する報道機関

７．おわりに
　 7月28日の豪雨災害から 2カ月余りが経過し、
現在も災害査定の真っ只中という状況にはありま
すが、災害復旧調査から事前打合せ、現地査定に
到るまで、国土交通省、財務省をはじめ関係の皆
様方の多大なご支援、ご協力を頂きながら、早期
の復旧、一日も早い民生安定の確保に向けて日々
前進しているところです。この紙面を借りて深く
感謝申し上げます。
　また、今後は復旧工事が本格化することとなり
ますが、関係の皆様方には、引き続きご指導賜り
ますようお願いいたします。



（16） 第 773 号 防 災 平 成 25 年 11 月  1  日

防災課だより 人 事 異 動
〔水管理・国土保全局関係人事発令〕
△平成25年10月27日

△平成25年10月31日

△平成25年11月 1 日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

近藤　　修 大臣官房付 総合政策局公共事業企画調整課交流連携事業調整官

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

松本　貴久 辞職（（独）水資源機構特命審議役） 下水道部下水道企画課長

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

頼　あゆみ 下水道部下水道企画課長 辞職（（独）住宅金融支援機構経営企画部広報グループ長）

平成25年度防災セミナー 日程決まる

　　　　 １．期　日　　平成26年 2 月 4 日（火）

　　　　 ２．会　場　　東京都港区虎ノ門　発明会館ホール

なお、詳細については、確定次第お知らせ致します。

お知らせ
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会 員 だ よ り

「東日本大震災からの
復旧について」

宮城県土木部 防災砂防課
技術主幹（班長）
角田　篤彦

１ ．はじめに
　平成23年 3 月11日（金）午後 2時46分、我が国の
観測史上最大となるマグニチュード9.0の「平成
23年東北地方太平洋沖地震」が発生しました。
　この巨大地震は、気象庁の発表によれば、震源
域の長さが約450㎞、幅約200㎞、すべり量は最大
20～30ｍ程度で、破壊の継続時間は約 3分とされ
ています。宮城県栗原市で震度 7を、宮城県、福
島県、茨城県、栃木県で震度 6強など、広い範囲
で強い揺れを観測しました。さらに、この地震に
より引き起こされた巨大津波は、太平洋沿岸の広
範囲に到達し、リアス地形部では高さ20ｍを超え、
平地では内陸 5㎞まで侵入し、市街地をことごと
く破壊し甚大な被害をもたらしました。（写真－
１ ）
　宮城県内における人的被害は、死亡者数10,455
名、行方不明者1,297名、重傷者504名、軽傷者

3,615名（平成25年10月10日現在）にのぼり、発
災直後のピーク時には1,183施設に320,885名の方
が避難する事態となりました。住家被害につい
ても、全壊82,896棟、半壊155,095棟、一部損壊
222,824棟（平成25年10月10日現在）の被害が発
生しました。

２ ．施設被害～防災対策の再構築
　公共土木施設に係る災害査定については、平成
23年 5 月10日から第 1次査定が行われ、年末の12
月23日までに計28次の査定が行われました。計28
次の査定を実施するにあたり、延べ398人の査定
官、立会官及び事務官に御協力いただきました。
　災害査定にあたっては、国交省及び財務省に今
回の災害が甚大な災害であることを考慮していた
だき、大幅な簡素化のもと実施しました。その結
果、査定決定は、7,334箇所、8,727億円（平成24
年 1 月30日現在）となりました。これは阪神・淡
路大震災が発生し「震」の年と表された平成 7年、
新潟県中越地震、新潟・福井豪雨が発生し「災」
の年となった平成16年、それぞれの年の全国全て
の自治体による査定決定額を宮城県だけで上回
り、公共土木施設の被害額だけを見ても未曾有の
大災害であることが分かります。（図－ １ ）
　一方、今回の災害からは、今後の防災対策を考
える上で、多くの貴重な教訓を得ました。この経
験を「次世代に豊かさを引き継ぐことのできる持
続可能な宮城の県土づくり」を実現していく過程
と捉え、「震災を乗り越え、さらなる発展に繋げ
る土木・建築行政を推進」するため、現在、「宮

写真－ １ 　女川町の上空から撮影
（写真提供：㈳東北建設協会 平成23年 4 月撮影）
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城県震災復興計画」（図－ ２ ）及びその部門別計
画となる「宮城県社会資本再生・復興計画」（図

－ ３ ）に基づき、防災対策の再構築に取り組んで
います。

図－ １ 　過去２５年間の公共土木施設災害復旧費の推移

( )

図－ ２ 　宮城県震災復興計画
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３．災害に強いまちづくり『宮城モデル』の構築
　宮城県では、昭和35年のチリ地震津波による被
災を契機に、海岸保全施設や水門・陸閘の整備な
どのハード対策に加え、様々な防災対策を進めて
きましたが、今回の津波の規模は、これらの施設
の防御能力をはるかに超えるものであり、仮にこ
れまでの整備水準を考えられる最大規模で進めて
きたとしても、甚大な被害を防げるものではなか
ったと考えています。
　いわゆるハード対策の限界であり、今後の災害

図－ ３ 　宮城県社会資本再生・復興計画

図－ ４ 　災害に強いまちづくり『宮城モデル』

備・集団移転や、土地利用制
限による職住分離、建築制
限等、津波被害のリスクの
高い場所における居住等の
生活領域を減少させ、リス
クの低い場所へ誘導するな
ど、新たな発想に基づく「津
波に強いまちづくり」を推
進する必要があります。
　また、耐震化対策を実施
してきた橋梁や下水道管渠
は、極めて大きな揺れを受
けたのにもかかわらず、被
害が限定的だったことか
ら、これまで進めてきた耐
震対策を今後も引き続き推

に強い地域づくりを進める
ためには、過度な施設依存
を脱却し、「逃げる」こと
を基本にいかなる事態にお
いても「命は守る」ために、
住民の津波防災に対する啓
発活動や避難体制の充実な
どをこれまで以上に推し進
め、ソフト対策を組み合わ
せた総合的な防災対策を進
めることが急務となってい
ます。
　今回沿岸の市街地や集落
は壊滅的な被害を受けてお
り、復興まちづくりにおい
ては、高台への市街地の整

進することにしています。
　さらに、今回の震災において大津波の影響を受
けることなく通行が可能で、救急救命活動や緊急
物資輸送などに重要な役割を果たした三陸縦貫自
動車道や常磐自動車道については、沿岸部の防災
道路としての位置づけをより明確にし、復興道路
として加速的な整備により早期の全線供用を目指
すとともに、県管理道路の整備も進め、港湾や空
港とも連携し、県内外における防災道路ネットワ
ークを強化することにしています。
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　これらを踏まえて、本県が目指す「災害に強い
まちづくり『宮城モデル』」は、これまで進めて
きた「津波防御施設」、「避難対策」の拡充に加え
て「まちづくり」等を組み合わせた多重型の防災
対策を推進し、それぞれの対策においてもフェイ
ルセーフ機能が確保された総合的なまちづくりを
構築していくことにしています。（図－ ４ ）
　①　津波防御施設
　人命と資産の両方を守る海岸保全施設の復旧に
ついては、過去に発生した最大の津波高さ（今次
津波）を基準として整備することが望ましいです
が、地形・地盤条件や環境・社会活動への影響、
施工期間・費用等の問題で現実的ではありません。
平成23年 6 月13日に開催された土木学会東日本大
震災特別委員会の津波特定テーマ委員会（委員長：
今村文彦 東北大学教授）から、1,000年に 1度程
度の低頻度で発生する巨大津波を含めた今後の津
波対策の検討方向が示されたこともあり、海岸保
全施設は、数十年から百数十年に１度発生する発
生頻度の高い津波高さを設定し（津波防護レベル
（L1））整備することで検討を進めました。
　しかし、今次津波のような低頻度で発生する最
大クラス（津波減災レベル（L2））の津波に対し
ては、津波防護レベル（L1）を上回り、海岸保
全施設を越えることとなるため、施設の復旧にあ

として計画し、二次被害を軽減できる構造または
システムを構築しています。
　海岸堤防は、背後に道路施設や盛土した防災緑
地を併設するなどの構造上の工夫により、堤体の
浸食、吸い出しなどの被災を受け難くし、大津波
が施設を越えたとしても壊滅的な被災を避け、一
定の施設機能が維持される「粘り強い」構造とし
ています。中小河川の堤防についても、超過洪水
対策と合わせ越流に強く、破堤しにくい構造とし、
内陸に遡上した津波の戻り流れによって施設被害
が拡大したことも踏まえ、運河や河口跡などを利
用して戻り流れを制御できる方策を加え、施設被
害の拡大を防ぐことにしています。（図－ ５ ）
　②　まちづくり
　復興に向けた災害に強いまちづくりにおいて
は、避難時のリスクを少しでも軽減するため、高
台移転や職住分離を進めています。すなわち住宅
や、避難場所等の防災拠点となる役場、学校、病
院、公民館等の公益施設を高台や内陸部に移転し、
水産業や観光業などがなりわいである沿岸部にお
いては高台から通勤することで、住民の安全を確
保しようとするものです。浸水区域内での津波エ
ネルギーの減勢を図ることが難しい、背後に山が
迫り平地が少ないリアス式海岸の三陸地域などで
は有力な方法となります。

たっては、想定外の外力が
作用しても、破壊・倒壊し
にくい構造とし、一定の機
能を保持するか、もしくは
復旧の容易性を確保する構
造とする必要があります。
　このため、県では東北大
学等の学識経験者とで構成
する「宮城県公共土木施設
構造検討会」を設置して、
今回の津波による被災メカ
ニズムや防災メカニズム等
を整理し、堤防、道路等を
はじめとする各種公共土木
施設の設計上の留意点や構
造細目の復旧方向を探り、
「粘り強い」構造や施設群 図－ ５ 　海岸保全施設の「粘り強い」構造のイメージ
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　また、今回の津波では、高盛土構造の仙台東部
道路が津波防御機能や避難場所の機能を果たした
ことから、幹線道路や鉄道などを盛土構造とし、
津波への多重防御を構築することも計画していま
す。道路の嵩上げなどによる多重防御施設につい
ても、「公共土木施設構造検討会」において、津
波シミュレーションによる防御効果を確認の上、
仙台湾南部地域などで採用することにしました。
　その他にも、防災緑地や防潮林、沿岸避難ビル
群等の津波防御施設群や、津波減勢施設群による
多重防御の構築を検討し、それら施設群から期待
されるそれぞれの背後の安全度を評価し、土地利
用を規制・誘導し、総合的なまちづくりを実現し
ていくことにしています。（図－ ６ ）
　③　避難体制
　住民の命を守るための避難計画や津波情報の確
実な伝達システム等の対策、住民の防災意識の啓
発は、これまで想定宮城県沖地震の津波浸水予測
を基に行ってきましたが、今後は被害想定を最大
クラスの津波減災レベル（L2）を想定して再構
築する必要があります。
　避難計画の策定では、地域の特性に応じて避難
場所の選定を適切に行い、特に避難施設の設定で
は、最大クラスの津波に対しても浸水せず、極力
津波来襲時に孤立しない適切な場所を選定する等
の対策を講じることが重要となります。
　平地部の避難高台や避難道路の築造、避難階段、

避難標識の整備等を進め、
津波警報等の防災情報が確
実に住民に伝達される多重
的な施設やシステムの構
築、これに合わせた避難体
制充実を図るためのソフト
対策も検討していきます。
　さらに、常時から住民に
避難時の備えを促す、地域
のハザードマップ（防災地
図）等についても津波減災
レベル（L2）を具体的に反
映させることが重要です。
　地震発生後に来襲する津
波に対して、避難の要否を

図－ ６ 　被災地域の津波特性を踏まえた沿岸防護のイメージ

予測することは現時点の技術では困難といわれて
いるので、地震発生後は必ず「避難する」ことを
徹底しなければなりません。そのための防災意識
の啓発活動、防災教育等は特に力を入れるべき取
り組みです。
　④　被災経験の継承・伝承
　宮城県には戦前、昭和三陸地震津波の教訓を生
かした独自の条例がありました。津波発生の約 ３
カ月後の昭和 8年 6月30日に公布、施行された「海
嘯罹災地建築取締規則」で、津波による浸水が予
想される沿岸部の住宅建築を原則禁止するもので
した。津波で被災する恐れのある地域では、知事
の許可なく住宅の建築を禁止し、工場などを建て
る際には「非住家　ココニスンデハ　キケンデス」
の表示を義務づけ、違反者には拘留や科料の罰則
がありました。戦後、建築基準法が施行され、市
町村が災害危険区域を指定し、建築を制限できる
ようになりましたが、沿岸部への住宅建築を避け
ようとする、過去の規制に基づく考えは継承され
ず、現在はこの取り締まり規制は存在していませ
ん。
　人口増加や高度成長を背景に、少ない可住地を
有効活用したいという土地所有者の望み、世代替
わりや外部からの転入者による被災経験の断絶及
び高台移転に伴う土地や移転費用の問題など、津
波被害の教訓が継承されなかったことには様々な
要因が考えられますが、海岸堤防等の整備の進展
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と沿岸平地での生活の利便性から、第一線の海岸
堤防に依存した防災態勢に変化していったのでは
ないかと考えられます。
　津波は発生頻度がまれで、世代交代を重ねるう
ちに防災意識が薄れることが指摘されていること
から、この苦い経験を後世に伝承していくことが
重要です。そのため、本県では「 3 .11伝承・減
災プロジェクト」を立ち上げ、津波痕跡を現地に
表示したり、記念碑を築造するなど、被災事実を
後世に伝承し、迅速な避難行動に繋がる様々な試
みにも積極的に取り組んでいます。
　道路等の公共土木施設は、地域住民に身近な常
に目につく施設であることから、今回の津波の浸
水区域や浸水高さを現地に標識等で表示すること
としています（津波浸水表示板）。これは、津波
の記憶を風化させずに後世に伝える「しるべ」に
もなり、さらに実物大のハザードマップとして、
地域住民の防災啓発を図るだけでなく、地域事情
に不案内な観光客等への注意喚起も期待されま
す。（図－ ７ ）

４ ．おわりに
　県ではこの未曾有の大災害からの復興に向け、
今後10年間の復興の道筋を示す「宮城県震災復興

現のためのポイントを掲げており、その 1つ目が、
「災害に強いまちづくり宮城モデルの構築」とな
っています。実現に向けて県民や国、市町村と一
体となった取り組みを推進していきます。
　最後に、今回の東日本大震災においては、国や
自衛隊をはじめ、全国の自治体等の皆様に、発災
直後より、救助 ･救援活動や被災者支援、応急対
策など、災害対応に献身的に取り組んでいただき
ました。また、被災地のマンパワー不足を解消す
べく、本県土木部へ33都道県からのべ602人もの
方々に派遣職員としてご尽力いただいています。
この場をお借りして、心からお礼と感謝を申し上
げます｡
　被災地においては、国や市町と連携を図りなが
ら災害復旧工事やまちづくり計画等を進めていま
すが、ようやく復興への第一歩を踏み出したとこ
ろであり、これからが復旧・復興に向けての正念
場になると考えています。
　被災地や被災された方々の早期の復興に向け
て、総力を挙げて取り組むと共に、今後とも震災
対策を優先的・計画的に進め、県全体の地域防災
力の向上を図ってまいりますので、引き続き各方
面からのご支援をいただけますよう、よろしくお
願いいたします。

図－ ７ 　津波浸水表示板

計画」を平成23年10月に策
定しました。計画期間を復
旧期 3年、再生期 4年、発
展期 3年の 3 期に区分し、
特に復旧期の段階から、再
生期、発展期に実を結ぶた
めの復興の「種」をまき、
ふるさと宮城の再生とさら
なる発展に結びつけていく
ことにしています。
　復興を進めていくにあた
っては、「復旧」にとどま
らない抜本的な県土の「再
構築」を行い、産学官の連
携なども活用しながら、先
進的な地域づくりを行って
いく必要があります。この
ため、10項目の復興計画実
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１ ．日　　時
　平成25年１2月 5 日㈭ １３時～１５時

２ ．場　　所
　東京都千代田区平河町 ２－ 7－ 4
　　砂防会館別館 1 F「淀・信濃」
　　電話　０３（３261）８386

３ ．大会次第
　　⑴　開　　会
　　⑵　会長挨拶
　　⑶　議長選出
　　⑷　来賓挨拶
　　⑸　来賓紹介
　　⑹　災害復旧及び災害防止事業功労者表彰
　　⑺　国土交通省災害対策概況説明
　　⑻　地方代表意見要望発表
　　⑼　大会要望決議採択
　　⑽　閉　　会

４ ．出席人員
　正会員につきましては、なるべく多数のご出席を
頂ければ幸いです。

　また、賛助会員の方も可能な限りご出席頂きます
ようよろしくお願いいたします。

５ ．その他
　⑴　地方代表意見要望発表
　地方の代表者が、意見要望発表を行います。

　⑵　大会要望決議採択
　大会において災害復旧促進に関する要望決議
を行い、国会及び政府関係方面に出来るだけ要
望することとします。要望書は事務局が準備し
当日お渡しします。
　国会議員への要望は、昨年と同様各議員の出
身又は関係のある都道府県の方に対応して頂く
予定です。その予定のリストを事前に送付しま
すので、修正事項等があればご連絡下さい。
　なお、時間等の都合で対応が難しい場合は東
京事務所の方の対応でも差し支えありません。
　また、要望活動は極力当日の会議終了後お願
いします。
　国会議員以外の政府関係方面については事務
局一任とさせて頂きます。

協会だより

平成２5年度 災害復旧促進全国大会の
開催について（ご案内）

会場案内図

■地下鉄 永田町駅
　（有楽町線・半蔵門線・南北線）
　 4番出口 徒歩 1分

砂防会館
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平成25年　発生主要異常気象別被害報告 平成25年10月31日現在（単位：千円）
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